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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は「病める人のために」最新最適な医療機器を提供することを通じて社会貢献することを経営理念としております。この理念のもと、「患者様
にとって適切であるか」、「法令に適っているか」、「ビジネスとして合理性があるか」ということを企業活動における判断基準としております。

　これらの基準を適切に守ることで初めて社会の公器としての役割を果たすことが可能となり、また、企業として継続的に存続、成長することが可
能となります。その結果、株主をはじめとするステークホルダーのみなさまにとって価値ある企業として認めていただけるものと考えております。

　そのために、コンプライアンス体制やリスク管理体制の充実を図り健全な経営を行うとともに、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる経

営体制の構築に努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則4-1-3】

　業務執行取締役、執行役員に対しては、適宜研修等を通してマネジメントとしての能力の育成に努めておりますが、後継者計画の策定・運用お
よび後継者候補の育成について、十分な議論がされているとは言えません。当社の中長期的な重要課題と認識し、指名・報酬諮問委員会におい
て、今後、さらに議論を重ね検討を行ってまいります。

【原則5-2】

　当社は中期経営計画を策定し、経営戦略や収益計画について投資家に対して説明を行っております。今後、自社の資本コストを的確に把握した
上で、収益力や資本効率の向上に向けた経営資源の配分方針等についても、分かりやすく説明できるよう検討を行ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】

　当社は、保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式について、取引先等との関係構築・強化を通じて、当社のみでは容易に得ることの
できない知見の獲得や当社事業とのシナジー効果が期待でき、事業の円滑な遂行及び中長期的な成長に資するものであることを保有方針として
おります。また、個別銘柄については、毎年取締役会にて保有先企業との取引状況等を踏まえ、当社の中長期的な事業戦略上における保有メ
リットについて確認することで、妥当性の検証を行っております。意義が乏しいと判断した株式は、適宜売却し保有を縮減いたします。

　議決権行使については、前述の保有目的および当該取引先等の企業価値を毀損する可能性の有無等を総合的に勘案して賛否を決定いたしま
す。

【原則1-7】

　当社は、役員や主要株主等の関連当事者との取引は、取締役会の承認を得た上で実行するものとしております。また、当社の全役員に対して
関連当事者取引に関するアンケートを実施し、当該取引の有無を確認しております。

【原則2-6】

　当社は確定拠出年金制度を導入しているため、アセットオーナーとして企業年金の運用に関与しておりませんが、新たに加入する従業員に対し
て資産運用に関する説明会を行っております。

【原則3-1】

(i) 経営理念、経営戦略、経営計画

　　　当社の経営理念や経営戦略につきましては、当社のホームページに掲載しております。

　　　　・経営理念　https://www.jll.co.jp/the/index.html#bottom

　　　　・社長メッセージ　https://www.jll.co.jp/investors/message.html

　　　また、経営計画につきましては、機関投資家向け決算説明会の資料に記載しており、当該資料を当社のホームページに掲載しております。

　　　　・IRライブラリー　https://www.jll.co.jp/investors/library.html

(ii) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本方針等は、本報告書及び有価証券報告書の「コーポレート・ガバナンスの状況等」に記載して

　　おります。

(iii) 取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続き

　　　本報告書の「Ⅱの１．【インセンティブ関係】【取締役報酬関係】」に記載しております。

(iv) 経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き

　　　経営陣幹部の選解任と取締役候補者の指名に当たっては、候補者が優れた専門知識や豊富な経験を有していること、経営全般に対する

　　適切な意思決定を行うことができること及び高い倫理観を有していることを基準としております。取締役候補者の指名に当たっては、取締役会

　　の構成員のバランスも踏まえた上で検討する方針としており、代表取締役社長が上記方針に基づき取締役会に提案を行い、取締役会の決議

　　によって決定いたしております。



　　　また、監査役候補者の指名に当たっては、候補者の人格・見識が優れており、また、監査に必要となる知識や経験を十分に有するととも

　　に、特定の分野における専門性を備えているか等を総合的に検討する方針としております。監査役候補者の指名に当たっては、事前の監査

　　役会の同意を得た上で、代表取締役社長が上記方針に基づき取締役会に提案を行い、取締役会の決議によって決定いたしております。

(v) 経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　　　取締役および監査役の選任理由につきましては、選任議案上程時の株主総会参考書類に記載しております。株主総会参考書類につい

　　ては当社のホームページのIRライブラリーをご参照ください。

【補充原則4-1-1】

　当社の取締役会は、法令および取締役会規程において規定された重要な意思決定ならびに取締役の業務執行の監督を行い、その他の事項は
経営陣に委任され、業務分掌規程および職務権限規程の定めに基づき各取締役等が個別の業務執行に係る意思決定を行っております。

【原則4-9】

　当社は、現状では、東京証券取引所が定める独立性基準に基づき独立社外取締役としての適性を判断しております。今後につきましては、当該
基準を基本としながらも、当社の状況を踏まえ、適宜、見直しを行ってまいります。

【補充原則4-11-1】

　当社の取締役会は、定款で定める15名を上限とし、事業の内容・規模等を勘案し、実質的な議論及び迅速な意思決定が行える人数にて構成い
たします。その構成員のうち社内取締役には、各々が異なる業務分野における専門知識や経験を有する者を選任するとともに、ジェンダーや国際
性の面についても勘案し多様性を確保いたします。また、社外取締役・社外監査役には、経営者もしくは法務、会計、税務等の専門家としての知
識や経験を有しており、独立した立場から取締役会の監督や助言が行える者を選任いたします。

【補充原則4-11-2】

　当社は、社外取締役・社外監査役を選任する際は、当社取締役会への出席をはじめとし、当社の業務に十分な時間・労力を振り向けることが可
能であるかを事前に確認しております。

　また、取締役・監査役の兼任状況は、事業報告および有価証券報告書において毎年開示しております。

【補充原則4-11-3】

　当社は、取締役会の実効性をさらに高めていくために、毎年、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を開示いたし
ます。2020年3月期を対象とする評価については、全ての取締役および監査役にアンケートを実施し、外部コンサルタントの意見を踏まえ、取締役
会の実効性に関する分析および評価を行いました。その結果、当社の取締役会は適切に運営され、実効性は確保されていることを確認いたしまし
た。今後も、引き続き取締役会の実効性の向上に向けた取組みを進めてまいります。

【補充原則4-14-2】

　当社は、取締役・監査役に求められる役割と責任を理解するために、就任時に社外の研修を受講するとともに、年に一度は、全ての取締役・監
査役を対象とした研修を実施いたします。また、各取締役・監査役が研修を受講する場合は、その費用は会社が負担いたします。

【原則5-1】

　当社は、以下の方針に基づき株主との建設的な対話を促進いたします。

　(i) 経営企画室が株主・投資家の窓口となり、管理本部担当取締役が責任者として株主・投資家への対応を行っており、合理的な範囲内に

　　　おいて株主・投資家の要望を踏まえた面談者が対応を行います。

　(ii) 管理本部担当取締役が中心となり、経営企画室、管理本部内の人事総務統括部、財務経理部の連携・情報共有を図るとともに、他の本

　　　 部とも情報共有を行います。

　(iii) 機関投資家向け決算説明会を年2回開催し、また、2020年は新型コロナウイルス感染拡大防止のため見送りましたが、例年は株主総会

　　　 後に株主向けに会社説明会を実施する他、ホームページにおいて決算説

　　　 明会資料等の開示情報を充実させることで、会社に対する理解を深めて頂く活動を行います。

　(iv) 株主・投資家との対話を通じて得られた意見・懸念については、社長や取締役会に対して速やかに報告するとともに、内容に応じて、経

　　　 営幹部が参加する会議体においても適宜報告いたします。

　(v) インサイダー情報は、内部情報管理規程に基づき管理を行い、株主・投資家との対話において未公表の重要事実の伝達を行わないもの

　　　 とします。また、決算情報については、決算情報の漏洩を防ぎ、公平性を確保するため、決算期日の翌日から決算発表日までを沈黙期間

　　　 としております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

エムティ商会株式会社 9,860,800 12.24

ＫＳ商事株式会社 8,609,100 10.69

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,521,000 6.86

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,739,400 4.64

日本ライフライン株式会社 2,560,016 3.18

鈴木　啓介 1,414,500 1.76

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　１３３９７２ 1,220,272 1.52

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５０２５ 1,186,400 1.47

日本ライフライン従業員持株会 1,035,810 1.29

株式会社日本カストディ銀行（信託口５） 1,024,734 1.27



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　上記のほか、当社所有の自己株式4,889,941株があり、これには役員報酬BIP信託に残存する当社株式113,320株及び日本ライフライン従業員持
株会専用信託に残存する当社株式162,000株は含まれておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

佐々木 文裕 他の会社の出身者 ○

池井　良彰 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

佐々木 文裕 ○

株式会社ザイマックスウィズ　代表取締役
社長

株式会社ザイマックスヴィレッジ　代表取
締役

　企業経営における幅広い見識や豊富な経験
を有しており、当社の意思決定および業務執行
の監督における客観性や公正性の確保に資す
るものと考え社外取締役に選任しております。

　また、当社からの独立性が高く、一般株主と
の利益相反が生じるおそれがないことから独立
役員に指定しております。

池井　良彰 ○ 株式会社ＭＡパートナーズ　代表取締役

　企業経営における幅広い見識や豊富な経験
を有しており、当社の意思決定および業務執行
の監督における客観性や公正性の確保に資す
るものと考え社外取締役に選任しております。

　また、当社からの独立性が高く、一般株主と
の利益相反が生じるおそれがないことから独立
役員に指定しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

4 0 2 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

4 0 2 2 0 0
社外取
締役

補足説明

　取締役会の諮問機関として、取締役・監査役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を確保するため、独立性の高い任意の指
名・報酬諮問委員会を、2019年3月に設置いたしました。

　委員会では、取締役会からの諮問または委任に基づき、次の事項の審議・答申または決定を行います。

　(1) 取締役会の構成についての考え方

　(2) 取締役、監査役の選解任の方針及び基準

　(3) 株主総会に付議する取締役、監査役の選任及び解任議案に関する事項

　(4) 代表取締役の選定及び解職に関する事項

　(5) 役付取締役の選定及び解職に関する事項

　(6) 取締役、監査役の報酬体系、及び報酬決定の方針

　(7) 取締役の個人別の報酬等の決定

　(8) 後継者計画の策定・運用に関する事項

　(9) その他、取締役会が必要と判断した事項

　委員会は、独立社外取締役2名を含む4名で構成されており、委員長は独立社外取締役が務めております。委員は取締役会において選定されて
おり、現在の構成員は下記のとおりです。

　委員長　　社外取締役（独立）　　佐々木 文裕

　委員　　　 社外取締役（独立）　　池井 良彰

　委員　　　 代表取締役社長　　　 鈴木 啓介

　委員　　　 代表取締役副社長　　鈴木 厚宏

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人から法定監査の監査報告を受ける他、適宜情報交換を行うことで両者はそれぞれの監査における実効性を高めるととも

に、必要に応じ、両者が連携して実査を行っております。

　また、監査役は、内部監査部門である監査室がチェックを行った重要な文書に関する報告や内部監査において疑義を抱いた事項につき随時報

告を受けております。さらに、監査室の監査計画につき事前に協議を行うとともに、必要に応じ、両者が連携して実査を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)



氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

中村　勝彦 弁護士 ○

浅利　大造 税理士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中村　勝彦 ○

中村　勝彦氏は、当社の取引先であるTMI
総合法律事務所パートナー（弁護士）であ
りますが、取引金額は当社の連結売上高
の0.1%未満と僅少であることから、当社に
おける社外役員の独立性に関する基準を
満たしており、株主・投資家の判断に影響
を及ぼすおそれはないものと判断しており
ます。

　監査役として人格、見識が備わっており、な

おかつ法律の専門家としての見地からの監査

の実施が期待できることから社外監査役として

選任しております。

　また、当社からの独立性が高く、一般株主と

の利益相反が生じるおそれがないことから独

立役員に指定しております。

浅利　大造 ○ 税理士法人清和　代表社員

　監査役として人格、見識が備わっており、な

おかつ税務の専門家としての見地からの監査

の実施が期待できることから社外監査役として

選任しております。

　また、当社からの独立性が高く、一般株主と

の利益相反が生じるおそれがないことから独

立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

下記、【取締役報酬関係】の「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載のとおりであります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　取締役および監査役の報酬等につきましては、当該事項を記載した有価証券報告書を当社のウェブサイトに掲載することで開示しております。

なお、2020年3月期の取締役および監査役の報酬等は以下のとおりです。

　・取締役（社外取締役除く）　456百万円

　・監査役（社外監査役除く）　 12百万円

　・社外役員　　　　　　　　　　　 23百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社は、取締役、監査役の指名及び評価や報酬決定プロセスにおける客観性及び透明性を確保するため、取締役会の諮問機関として、社外取
締役を委員長とする指名・報酬諮問委員会を設置しております。取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針につきましては、指名・報酬諮
問委員会において審議の上、同委員会からの答申内容を踏まえて2021年2月26日開催の取締役会にて改定を決議いたしました。

ⅰ　役員報酬に関する基本方針

　　　当社は、当社の持続的な成長及び企業価値の向上を図るうえで、役員報酬制度が適切に機能するよう、以下の基本方針を定めております。

　　　(A) 業績目標を達成するための適切な動機付けとなること

　　　(B) 優秀な人材の確保につながる競争力ある報酬水準であること　　　

　　　(C) 中長期的な企業価値向上につながるものであること

　　　(D) 報酬の決定プロセスは客観性及び透明性の高いものであること

ⅱ　報酬構成及び報酬額の決定方法

　　　当社の取締役の報酬は、固定報酬、短期業績に連動する金銭報酬としての業績連動賞与及び中長期的な企業価値向上のためのインセン

　　ティブとしての業績連動型株式報酬（役員報酬BIP信託）により構成しております。

　　　なお、1997年6月26日開催の第17回定時株主総会において、取締役の報酬額は年額7億円以内、監査役の報酬額は年額5千万円以内と決

　　議されております。

　　　(A) 固定報酬

　　　　月額固定の金銭報酬として月例にて支給し、取締役会からの委任を受けた指名・報酬諮問委員会が、各取締役の役位や職責、業績への

　　　貢献度等を踏まえるとともに、外部のデータベースサービスにおける報酬水準をベンチマークとし、総合的に勘案し決定しております。

　　　

　　　(B) 業績連動賞与

　　　　各事業年度の期首に開示する一会計年度の連結業績予想の連結売上高及び連結営業利益（連結業績予想の100%業績達成時の役員賞

　　　与控除後）の達成度合いに応じて算定した額を金銭報酬として事業年度終了後、3カ月以内に年1回支給しております。また、業績指標として

　　　は、当社業績を評価するための明確な指標であることから、連結売上高及び連結営業利益を組み合わせて採用しております。なお、代表取

　　　締役社長 鈴木啓介氏および社外取締役は支給の対象外としております。

　　　(C) 業績連動型株式報酬（役員報酬BIP信託）

　　　　業績の目標達成度及び役位に応じて、取締役退任時に、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を取締役に交付及び給付い

　　　たします。本制度においては、各事業年度の期首に開示する一会計年度の連結業績予想の連結売上高及び連結営業利益を業績目標とし、

　　　達成度に応じて交付及び給付する株式数及び金銭が増減する業績連動の仕組みを採用しております。また、業績指標としては、当社業績を

　　　評価するための明確な指標であることから、連結売上高及び連結営業利益を組み合わせて採用しております。なお、代表取締役社長 鈴木

　　　啓介氏および社外取締役は本制度の対象外としております。

ⅲ　取締役の種類別の報酬割合の決定に関する方針

　　　報酬総額に占める業績連動報酬の割合は、対象取締役の平均として、標準的な業績達成度の場合に、概ね固定報酬8に対し、業績連動報

　　酬2としております。また、報酬に占める非金銭報酬の割合は、対象取締役の平均として、金銭報酬9に対し、非金銭報酬1としております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役および社外監査役に対しましては、経営企画室がサポートを行っており、適宜必要となる情報伝達を行っております。また、社外監査
役に対しましては、監査を行う上で必要となる情報や社内の重要な情報等が、適宜、常勤監査役を通じて伝達されております。　

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等



氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

増本 武司 名誉会長
経験・知見に基づく助言を求める
ものであり、経営への関与はあり
ません。

非常勤・報酬有 2017/06/28 2021年6月末まで

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【取締役会】

　当社の取締役会は、社外取締役2名を含む取締役11名で構成されており、毎月1回の定時取締役会および必要のある都度臨時取締役会を開催
し、経営に関する重要な事項を決定するとともに、取締役の業務執行を監督しております。また、社外取締役は、独立役員として選任されており、
他の独立役員とも連携を図りながら、独立した立場から取締役会の監督や助言を実施しております。

【指名・報酬諮問委員会】

　当社は、取締役会の諮問機関として、任意の指名・報酬諮問委員会を設置しており、取締役・監査役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・
透明性・客観性を確保するため、独立性の高い委員会において、取締役・監査役の選解任基準や報酬体系の審議、取締役の個人別報酬の決定
等を行っております。委員会は、独立社外取締役2名を含む4名で構成されており、委員長は独立社外取締役が務めております。

【監査役会】

　当社は、監査役会設置会社であり、監査役会は、社外監査役2名を含む3名（うち1名は常勤監査役）で構成されております。社外監査役2名は、
独立役員として選任されており、また、弁護士および税理士として、それぞれ専門的視点からも当社の監査を実施しております。なお、社外監査役
の浅利大造氏は、税理士であり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

　各監査役は取締役会や必要に応じ重要な会議へ出席する他、監査役会は社長と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の
環境整備の状況および監査上の重要課題等について意見交換し、意志疎通を密に図っております。

　なお、各監査役は内部監査部門である監査室や財務報告に係る内部統制の担当者から随時報告を受けております。また、監査室の監査計画
につき事前に協議を行うとともに、必要に応じ、両者が連携して実査を行っております。

【内部監査】

　当社は、内部監査部門として、社長直轄で、5名より構成される監査室を設置し、コンプライアンスや社内規程の遵守状況のモニタリングを行って

おります。また、監査室と監査役は、相互の連携を図ることで、より効果的かつ効率的な監査が実施できるように努めております。

【会計監査】

　2020年3月期の会計監査人による監査の状況につきましては以下のとおりです。

　　◆業務を執行した公認会計士の氏名

　　　EY新日本有限責任監査法人

　　　・佐藤 明典

　　　・野元 寿文

　　◆監査業務に係る補助者の構成

　　　・公認会計士　　　　　　　19名

　　　・その他の会計従事者　17名

　　◆監査報酬の内容

　　　・監査証明業務に基づく報酬　45百万円

　　　・非監査業務に基づく報酬　　なし

【監査役の機能強化に向けた取り組み】

　「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の【監査役関係】に記載のとおりです。

【責任限定契約の内容の概要】

　 当社は社外取締役及び社外監査役全員と会社法第423条第1項の賠償責任について、その賠償責任を法令の定める最低責任限度額に限定

する契約を締結しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査役会設置会社を選択しております。

　当社の取締役会におきましては、独立役員である社外取締役を2名選任することで、独立した立場から取締役会に対する監督や助言を得てお
り、また、同じく独立役員である社外監査役と連携を図ることにより、その機能を果たしているものと評価しております。

　また、社外監査役が各専門領域における幅広い見識や豊富な経験を基に、当社事業に精通した常勤監査役とともに監査を実行することで、幅
広い視点から取締役会を監督しております。

　さらに、取締役会の諮問機関として、委員の半数以上が独立社外取締役で構成され、独立社外取締役が委員長を務める任意の指名・報酬諮問
委員会を設置し、取締役・監査役の指名・報酬等に関する審議を行い、経営の監督を適切に行えるよう体制を整えております。



　以上のことから、当社のコーポレート・ガバナンスは機能しているものと判断し、現状の体制を選択しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2020年6月開催の定時株主総会の招集通知につきましては、法定期日前（6月9日）に発
送いたしました。また、発送に先立ち当社ホームページへ掲載（6月4日）しております。

集中日を回避した株主総会の設定
2020年6月開催の定時株主総会は、引き続き第一集中日を避けた日程（6月25日）にて開

催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する議決権行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 英文（全文）を、東京証券取引所および当社ホームページに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
IRの基本方針として、情報開示の基本方針、情報開示の方法、将来の見通し
および沈黙期間について定め、ホームページに掲載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年2回決算説明会を開催し、社長および担当役員が出席し、決算内容、次期見
通しおよび今後の事業方針等について説明しております。参加者は毎回70名
程度であります。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
海外でのカンファレンスに参加しているほか、個別ミーティングを行っておりま
す。

あり

IR資料のホームページ掲載
投資家情報のページ（https://www.jll.co.jp/investors/library.html）に「IRライブ
ライリー」を設け以下の資料を掲載する他、適時開示資料やニュースリリース
を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
IR担当部門：経営企画室

IR担当役員：常務取締役管理本部長　山田 健二

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社における規範となっている「倫理綱領」に加え、2007年1月に新たに「アクション・ポリ
シー」を制定し、その中で、法令等遵守、情報管理、社内環境、個人の行動および社会へ
の責任についてその指針を示しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、患者様とそのご家族、また医療関係者に対して、価値ある医療機器を届けるとい
う当社の事業そのものが社会的使命であると認識し、事業活動に取り組むほか、中長期に
わたる成長のため、環境に対する配慮、企業組織におけるガバナンスの強化にも積極的
に取り組むことで持続的な企業価値の向上を目指しております。

当社の具体的な取り組みについては、当社ウェブサイト「サステナビリティ」ページをご覧く
ださい。https://www.jll.co.jp/aboutus/sustainability.html

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

情報開示に関する基本方針を定めホームページに掲載しております。

https://www.jll.co.jp/investors/policy.html

また、ESGに関する方針を「サステナビリティ」ページに掲載しております。

https://www.jll.co.jp/aboutus/esg.html



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

◆内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　内部統制システムの構築は、冒頭に述べましたコーポレート・ガバナンスに関する当社の考えを、業務執行レベルにおいて実践することを担保
するために必要不可欠であり、また、構築されたシステムが機能することで初めて当社の経営理念に沿った経営が実現するものであります。よっ
て、内部統制システムは、それを構築するのみならず、適切に運用されているかどうかをチェックしていくことがより重要であると考えております。

　なお、2006年5月22日の取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を定め、2011年4月28日、2015年5月20日および2019年5月24日
に一部改定を行いました。当社ではこの基本方針に基づいて内部統制システムの整備および運用を行っております。

＜内部統制システム構築の基本方針＞

1. 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　(1) 取締役および従業員は「倫理綱領」、「行動方針（アクション・ポリシー）」および「コンプライアンス・ガイドライン」を規範とし、法令、社会倫理

　　　　 および定款その他の社内規程を遵守して行動する。

　　(2) 社内のコンプライアンス体制整備は、「コンプライアンス推進規程」に基づき、チーフ・コンプライアンス・オフィサーおよびコンプライアンス

　　　　 委員会を中心に取り組む。

　　(3) 全ての取締役および従業員に対して、コンプライアンスに関するハンドブックを配布するとともに研修を実施し、コンプライアンスの周知徹

　　　　 底を図る。

　　(4) コンプライアンス上の諸問題を報告、通報および相談が気軽にできる窓口として外部機関にヘルプラインを設置する。

　　(5) 反社会的勢力に対しては、「コンプライアンス・ガイドライン」および「反社会的勢力排除に関する規程」に基づき一切の関係を遮断するとと

　　　　 もに、万一、反社会的勢力との関係が懸念される場合は、速やかに担当部門に報告し、警察等の外部機関と連携をとりながら毅然とした

　　　　 態度で対応する。

　　(6) 監査室は内部監査規程に基づき、法令、定款および社内規程の遵守状況につき監査する。

　　(7) 取締役会の諮問機関として、委員の半数以上が独立社外取締役で構成され、独立社外取締役が委員長を務める任意の指名・報酬諮問

　　　　 委員会を設置し、取締役・監査役の指名・報酬等に関する評価や決定プロセスにおける客観性及び透明性を確保する。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　(1) 株主総会および取締役会等の重要な会議の議事録、取締役が決裁者となる稟議書および申請書、その他取締役の職務執行に係る重要

　　　　 な文書（電磁的記録を含む）は、文書管理規程に従い保存および管理する。

　　(2) 取締役および監査役は上記文書を常時閲覧できる。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　(1) リスク管理規程に基づき、チーフ・リスクマネジメント・オフィサーおよびリスクマネジメント委員会を中心に全社的なリスク管理体制の構築を

　　　　 図る。

　　(2) 重大なリスクが発現し、全社的対応を要する場合は、社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損失を最小限にとどめ

　　　　 る。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　(1) 取締役会は、取締役の職務執行が適正かつ効率的に行われるよう業務分掌規程および職務権限規程を定める。

　　(2) 取締役会において年間予算を策定するとともに、取締役会において各担当取締役よりその進捗状況につき報告を行い、課題につき検討し

　　　　 必要な対策を講じる。

5. 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　(1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　　　　 (ア) 当社は、「関係会社管理規程」に基づき、取締役等の職務執行に係る事項の報告および決算報告や議事録等の資料の提出を受け

　　　　　　　 る。

　　　　 (イ) 当社は、当社の取締役または従業員に子会社の取締役または監査役を兼務させ、当該取締役等から適宜当該子会社の職務執行状

　　　　　　　 況について報告を受ける。

　　(2) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　　 (ア) 当社は、「リスク管理規程」に基づき、チーフ・リスクマネジメント・オフィサーおよびリスクマネジメント委員会を中心に、子会社のリスク

　　　　　　　 管理体制の構築を図る。

　　　　 (イ) 子会社において重大なリスクが発現した場合は、子会社の社長を中心として迅速な対応を行い、また、必要に応じて当社も支援を行う

　　　　　 　　ことにより損失を最小限にとどめる。

　　(3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　　 (ア) 当社は、「関係会社管理規程」に基づき主管部門が経営管理を行うとともに、子会社の業務分掌規程および職務権限規程を定める

　　　　　　　 等、業務が適正に遂行されるための体制整備の支援を行う。

　　(4) 子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　　　　 (ア) 当社は、「関係会社管理規程」に基づき子会社におけるコンプライアンス体制が整備されるよう、必要な助言、指導および援助を行う。

　　　　 (イ) 監査室は、内部監査規程に基づき、子会社における法令、定款および社内規程の遵守状況につき監査する。

6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　監査役が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査役と協議のうえ、適任と認められる人員を配置する。

7. 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　(1) 監査役から監査業務の補助を命じられた従業員は、当該業務に関して、取締役の指揮命令を受けない。

　　(2) 監査役から監査業務の補助を命じられた従業員の人事に係る事項については、事前に監査役と協議を行う。

8. 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　(1) 監査役から監査業務の補助を命じられた従業員は、監査役の指揮命令に基づき業務を遂行する。

　　(2) 取締役は、監査役から監査業務の補助を命じられた従業員の業務が円滑に行われるよう、監査環境の整備に努める。



9. 当社および子会社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　　(1) 当社および子会社の取締役および従業員は監査役に対し、以下の事項につき的確かつ迅速な報告を行う。

　　　　 ・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

　　　　 ・法令または定款に違反する行為およびそのおそれのある行為

　　　　 ・会社法および金融商品取引法に基づく内部統制の整備および運用状況

　　　　 ・監査室が実施した内部監査の結果

　　　　 ・その他監査役が報告を求めた事項

　　(2) 当社および子会社の取締役および従業員は、監査役から報告を求められた場合は、速やかに当該事項を報告する。

10. 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　　　監査役へ報告を行った当社および子会社の取締役、監査役および従業員に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行わ

　　ない。

11. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る

　　方針に関する事項

　　　監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または支出した費用等の償還等を請求した場合は、当該費用等が監査役の職務の

　　執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかにこれに応じる。

12. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　 (1) 監査役は、必要に応じて社内の会議に参加することができる。

　　 (2) 監査役会は、社長と定期的な意見交換会を開催する。

　　 (3) 監査室は、監査計画の策定にあたり、事前に監査役会と協議を行う。

13. 財務報告の信頼性を確保するための体制

　　 (1) 財務報告の信頼性を確保するための内部統制の体制整備および運用状況の評価は、「財務報告に係る内部統制の基本方針」に基づい

　　　　 て行うものとし、主管部門を定め、当該部門が中心となり取り組む。

　　 (2) 内部統制の体制もしくは運用に不備が発見された場合は、経営者および取締役会に報告を行うとともに速やかに不備の是正を図る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　反社会的勢力との一切の関係を遮断することを、アクション・ポリシー及びコンプライアンス・ガイドラインにおいて明確にするとともに、これらを

基に反社会的勢力排除に関する規程およびマニュアルを定め、具体的な取り組みを行っております。

　また、アクション・ポリシー等につきましては、一冊のハンドブックにまとめて、全社員に配布するとともに、イントラネット上に掲示するほか、研修

の実施等により周知徹底を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【情報開示の方針】

　当社は、株主・投資家の皆様に適時・正確かつ公平な情報を提供するため、金融商品取引法、取引所が定める適時開示に関する規則および社

内規程（内部情報管理規程）に従い、重要な情報を迅速に開示してまいります。

【情報開示の体制】

(1) 発生事実

　　　当社にとって重要な事実が発生した場合には、当該事実の所管部門長より情報開示担当役員に速やかに報告が行われます。報告を受け

　　情報開示担当役員は、社長および関連部門の担当役員と開示の要否につき検討を行い、開示が必要となる場合は迅速に開示しております。

　

(2) 決定事実

　　　重要な決定については取締役会に付議され、決定されます。決定された事実については、社長、関連部門の担当役員および情報開示担当

　　役員により開示の要否につき検討を行い、開示が必要となる場合は迅速に開示しております。

　

(3) 決算情報

　　　決算に関する情報については、財務経理部にて決算財務数値を作成し、会計監査人の監査を受けた後取締役会に付議し、その承認後迅速

　　に開示しております。

　

(4) その他

　　　(1)～(3)以外の会社情報についても、情報開示担当役員を中心に検討を行い、株主・投資家の皆様の投資判断に影響を及ぼす可能性があ

　　ると判断した場合は迅速に開示しております。


